
2017.3.24　地域連携教育研究センター研究報告 24・25 号　152017.3.24　地域連携教育研究センター研究報告 24・25 号　14

■研究ノート 
 

栃木県内ＮＰＯ法人の財務実態の分析 

The Financial Analysis of Nonprofit Organizations in Tochigi Prefecture 

土崎 雄祐
＊ 

TSUCHIZAKI, Yusuke 
 
要旨：本稿では、一般公開されている活動計算書を用いて栃木県内 NPO 法人の財務実態を明らかにすることを

試みた。栃木県においては、県土の周縁部に立地し、高齢化が急速に進む「課題先進地」と言える自治体では、

人口 1 万人当たりの NPO 法人数が多くなっており、活動分野の上位 2 つが「保健・医療・福祉」「子どもの健全

育成」であるのは、各種制度に基づく福祉事業との関連性の高さが推察される。その収入源をみると、「NPO ら

しい資金源」であると言える会費や寄付の調達に注力している NPO 法人が少ないことが明らかになった。前者

を調達していないのが 3 割弱、後者に至っては 6 割弱という結果である。一方、8 割弱の NPO 法人に何らかの

事業収益があり、同時に経常収益の計と比較してわかるように収入源が事業収益に依存していることがわかる。 
キーワード：NPO 法人、会費、寄付、事業収益、各種制度に基づく福祉事業 
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はじめに 

 阪神・淡路大震災を契機とし、草の根の市民団体に対し

て容易に法人格を付与することで、地域の活性化や課題解

決を加速させることを目指した特定非営利活動促進法

（NPO 法）が 1998 年に施行され間もなく 20 年が経過す

る。所轄庁（都道府県・政令指定都市）の認証を受けた特

定非営利活動法人（NPO 法人）は 5 万を超え[1]、これは

コンビニエンスストア上位 14 チェーンの店舗数に匹敵す

る数[2]である。 
 法人数の増加とは裏腹に、法人が抱える課題は山積して

いる。2015 年 3 月に内閣府が発表した『平成 26 年度特

定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査

報告書』によると、法人の抱える課題として「人材の確保

や教育」をあげる割合が 7 割を超え、最も高くなっている。

次いで「収入源の多様化」「法人の事業運営力の向上」が

高い割合を示していて[3]、割合に多少の違いはあれど課

題として認識される事項に大きな変化は見られないと推

察される。 
 本稿では、栃木県内 NPO 法人が所轄庁に提出した計算

書類に記載されている内容を分析し、財務実態を把握する

ことで、地域の活性化や課題解決に資する NPO 法人のあ

るべき姿を明らかにし、その実現に必要な方策（行政機関

や NPO 支援団体によるものも含む）について検討してい

く。 

＊ 宇都宮大学地域連携教育研究センター特任研究員 
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ついての固定観念を相対化するための理論的考察

─」（同20号、2012年、1～12頁）

・ 拙稿「生涯学習概念の見取り図（10）－成人の『教

育を受ける権利』をめぐる基盤的考察－」（同21号、

2013年、1～12頁）

また、この一連の論文の章立ては、以下のように構成

されている。

第１章 生涯学習概念の把握方法をめぐる基本的

問題

第２章 生涯教育と生涯学習

第３章 生涯学習と社会教育

第４章 生涯学習の語源論的範疇

第５章 生涯学習の原理的範疇

第６章 生涯学習が重視される理由

第７章 生涯学習の内容編成論

第８章 学習内容の欲求論的把握

第９章 学習形態の構造論的把握

第10章 学習形態論の実際的応用

第11章 教育についての固定観念

第12章 ｢教育を受けること｣の意味

（続く）

ちなみに、日本の生涯学習の歴史をおおまかに振り返

る中で、学習における意外な実践的可能性として見出さ

れた「人間関係」について英文で論じたものを、本論文

のシリーズ連載の途中で差し込んだことがある。これに

ついては、拙稿“Human Relationships as a Key Concept of

Lifelong Learning”（宇都宮大学生涯学習教育研究センタ

ー編『宇都宮大学生涯学習教育研究センター研究報告』

第16・17号合併号、2009年、7～13頁）として発表して

いる。
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表 2. 参考：栃木県の市町村別人口（2016.9.1 現在） 

表 3. 人口 1 万人当たりの NPO 法人数 

表 4. 活動分野 

表 5. 活動分野の選択個数 

宇都宮市 足利市 栃木市 佐野市 鹿沼市 日光市 小山市 真岡市 大田原市 矢板市

人口 519,466 148,659 158,600 118,216 97,855 82,420 166,652 79,597 75,141 33,030

割合% 26.4 7.6 8.1 6.0 5.0 4.2 8.5 4.0 3.8 1.7

那須塩原市 さくら市 那須烏山市 下野市 上三川町 益子町 茂木町 市貝町 芳賀町 壬生町

人口 116,766 44,888 26,677 59,289 31,047 23,057 12,911 11,635 15,103 39,914

割合% 5.9 2.3 1.4 3.0 1.6 1.2 0.7 0.6 0.8 2.0

野木町 塩谷町 高根沢町 那須町 那珂川町 合計

人口 25,308 11,271 29,500 24,727 16,606 1,968,335

割合% 1.3 0.6 1.5 1.3 0.8

宇都宮市 足利市 栃木市 佐野市 鹿沼市 日光市 小山市 真岡市 大田原市 矢板市

法人数 3.06 2.56 2.33 2.28 2.04 4.49 2.52 2.39 2.40 1.51

那須塩原市 さくら市 那須烏山市 下野市 上三川町 益子町 茂木町 市貝町 芳賀町 壬生町

法人数 3.43 2.00 3.37 2.02 0.97 2.60 8.52 1.72 3.31 2.00

野木町 塩谷町 高根沢町 那須町 那珂川町 平均

法人数 1.58 1.77 3.05 8.90 3.61 2.79

保健・医
療・福祉

社会教育
まちづく

り
観光

農村漁
村・中山
間地域

学術・文
化・芸
術・ス
ポーツ

環境の保
全

災害救援 地域安全
人権・平

和

法人数 342 229 225 8 10 166 146 40 56 86

割合% 62.2 41.6 40.9 1.5 1.8 30.2 26.5 7.3 10.2 15.6

国際協力
男女共同
参画社会

子どもの
健全育成

情報化社
会

科学技術
の振興

経済活動
の活性化

職業能
力・雇用
機会

消費者の
保護

連絡・助
言・援助

条例指定

法人数 79 43 246 38 12 86 111 29 174 0

割合% 14.4 7.8 44.7 6.9 2.2 15.6 20.2 5.3 31.6 0.0

1個 2個 3個 4個 5個 6個 7個 8個 9個以上 合計

法人数 104 100 95 69 63 41 28 19 31 550

割合% 18.9 18.2 17.3 12.5 11.5 7.5 5.1 3.5 5.6

第１章 調査方法 

 調査対象を 2015年 4月 30日現在、設立登記が完了し、

栃木県内に主たる事務所を有する NPO 法人のうち、事業

年度が 1 年以上経過しているものとした。対象となる

NPO 法人の総数は 550 であった。 
 これらの法人が所轄庁に提出した 2013年度の事業報告

書等[4]のうち、内閣府「NPO ホームページ」[5]に掲載さ

れたものを収集し、活動計算書における以下の項目の金額

を集計し、財務実態を明らかにすることを試みた。 
1. 経常収益 

1-1. 受取会費 
1-2. 受取寄付金 
1-3. 受取助成金等 
1-4. 事業収益 
1-5. その他収益 

2. 経常費用 
2-1. 事業費―人件費 
2-2. 事業費―その他経費 
2-3. 管理費―人件費 
2-4. 管理費―その他経費 

3. 経常収益と経常費用の差 
 
 なお、上記項目は 2010 年 7 月 20 日に策定（2011 年 11
月 20 日に一部改正）された NPO 法人会計基準[6]によっ

ている。 
 

第２章 調査結果 

第１節 調査対象の概要（フェイスシート） 

 調査対象となる NPO 法人 550 について、栃木県庁の

Web サイトで公開されている情報を収集し、分析を試み

た。 
 
(1) 主たる事務所の所在地（表 1） 
 主たる事務所の所在地をみると、「宇都宮市」が 28.9%
で最も高く、次いで「小山市」7.6%、「那須塩原市」7.3%
となっている。 
 
(2) 参考：栃木県の市町村別人口（2016.9.1 現在）（表 2） 
 参考として、2016 年 9 月 1 日現在の栃木県の市町村別

人口[7]をみると、「宇都宮市」が 26.4%で最も高く、次い

で「小山市」8.5%、「栃木市」8.1%となっている。 
 主たる事業所の所在地と人口それぞれの上位 5 市町村

を比較すると、1・2 位は同一であり、足利市と栃木市に

ついてはいずれも 5 位以内に入っている。 
 
(3) 人口 1 万人当たりの NPO 法人数（表 3） 
 人口 1 万人当たりの NPO 法人数をみると、「那須町」

が 8.90 で最も多く、次いで「茂木町」8.52、「日光市」4.49
となっている。平均は 2.79 である。 
 
(4) 活動分野（表 4） 
 NPO 法別表で定める活動分野をみると、「保健・医療・

福祉」が 62.2%で最も高く、次いで「子どもの健全育成」

44.7%、「社会教育」41.6%となっている。平均回答数は

3.87 である。 
 
(5) 活動分野の選択個数（表 5） 
 活動分野の選択個数をみると、「1 個」が 18.9%で最も

高く、次いで「2 個」18.2%、「3 個」17.3%となっている。 
  

表 1. 主たる事務所の所在地 

宇都宮市  足利市  栃木市  佐野市  鹿沼市  日光市  小山市  真岡市  大田原市  矢板市 

法人数 159 38 37 27 20 37 42 19 18 5

割合% 28.9 6.9 6.7 4.9 3.6 6.7 7.6 3.5 3.3 0.9

那須塩原市  さくら市  那須烏山市  下野市  上三川町  益子町  茂木町  市貝町  芳賀町  壬生町 

法人数 40 9 9 12 3 6 11 2 5 8

割合% 7.3 1.6 1.6 2.2 0.5 1.1 2.0 0.4 0.9 1.5

野木町  塩谷町  高根沢町  那須町  那珂川町  合計

法人数 4 2 9 22 6 550

割合% 0.7 0.4 1.6 4.0 1.1

16
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⑤ その他収益（表 11） 
 その他収益をみると、「1 円～10 万円未満」が 57.2%で

最も高く、次いで「0 円」20.1%、「10 万円～50 万円未満」

11.7%となっている。総額は 96,474,624 円、平均は

288,846 円、中央値は 400 円である。 
 
⑥ 経常収益の計（表 12） 

 経常収益の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」

が 26.9%で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」

18.9%、「10 万円～50 万円未満」と「500 万円～1,000 万

円未満」がそれぞれ 12.6%となっている。総額は

6,371,069,238 円、平均は 19,075,058 円、中央値は

4,383,123 円である。 
 
⑦ 参考：評価益（表 13） 

 NPO 法人会計基準では、無償または著しく低い価格の

施設の提供等による物的サービス等を受け入れた場合や

ボランティアの受け入れをした場合で、「客観的に把握す

ることができる場合」には、その評価益を財務諸表の注記

に加えて、活動計算書へ計上することができる[8]。 
 参考として、評価益をみると、「0 円」が 97.9%で最も

高くなっている。これは 97.9%の NPO 法人が物的サービ

ス等やボランティアの受け入れをしていないというわけ

ではなく、評価益への認知不足が背景にあるものと推察さ

表 9. 事業収益 

表 10. 受取助成金等 

表 11. その他収益 

表 12. 経常収益の計 
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法人数 67 191 39 16 18 2 1 0 0 334

割合% 20.1 57.2 11.7 4.8 5.4 0.6 0.3 0.0 0.0
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割合% 3.6 8.4 12.6 9.0 18.9 12.6 26.9 3.9 4.2
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法人数 70 16 35 20 57 36 77 13 10 334

割合% 21.0 4.8 10.5 6.0 17.1 10.8 23.1 3.9 3.0

(6) 設立登記年（表 6） 
 設立登記年をみると、「2006 年」が 12.7%で最も高く、

次いで「2012 年」8.2%、「2004 年」8.0%となっている。 
 
第２節 栃木県内 NPO 法人の財務実態 

 上述した 550 のうち、内閣府「NPO ホームページ」内

「NPO 法人ポータルサイト」で 2013 年度の事業報告書

等を確認できた栃木県内の NPO 法人は 334（60.7%）で

あった。これらについて、上述した項目ごとに金額を集計

した。 
 
(1) 経常収益 

① 受取会費（表 7） 
 受取会費をみると、「1 円～10 万円未満」が 34.4%で最

も高く、次いで「0 円」26.3%、「10 万円～50 万円未満」

25.4%となっている。総額は 267,395,427 円、平均は

800,585 円、中央値は 51,000 円である。 

② 受取寄付金（表 8） 
 受取寄付金をみると、「0 円」が 57.5%で最も高く、次

いで「1 円～10 万円未満」15.0%、「10 万円～50 万円未

満」14.1%となっている。総額は 252,617,382 円、平均は

756,339 円、中央値は 0 円である。 
 
③ 事業収益（表 9） 

 事業収益をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」が

23.1%で最も高く、次いで「0 円」21.0%、「500 万円～1,000
万円未満」10.8%となっている。総額は 5,109,779,534 円、

平均は 15,298,741 円、中央値は 2,425,255 円である。 
 
④ 受取助成金等（表 10） 

 受取助成金等をみると、「0 円」が 71.0%で最も高く、

次いで「100 万円～500 万円未満」8.7%、「10 万円～50 万

円未満」7.2%となっている。総額は 636,632,374 円、平均

は 1,906,085 円、中央値は 0 円である。 

表 6. 設立登記年 

表 7. 受取会費 

表 8. 受取寄付金 

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

法人数 25 28 18 27 40 44 36 70 37 36

割合% 4.5 5.1 3.3 4.9 7.3 8.0 6.5 12.7 6.7 6.5

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 合計

法人数 40 40 28 45 32 4 550

割合% 7.3 7.3 5.1 8.2 5.8 0.7
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合計

法人数 88 115 85 20 20 5 0 0 1 334

割合% 26.3 34.4 25.4 6.0 6.0 1.5 0.0 0.0 0.3
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法人数 192 50 47 22 16 3 3 0 1 334

割合% 57.5 15.0 14.1 6.6 4.8 0.9 0.9 0.0 0.3
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⑤ その他収益（表 11） 
 その他収益をみると、「1 円～10 万円未満」が 57.2%で

最も高く、次いで「0 円」20.1%、「10 万円～50 万円未満」

11.7%となっている。総額は 96,474,624 円、平均は

288,846 円、中央値は 400 円である。 
 

⑥ 経常収益の計（表 12） 
 経常収益の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」

が 26.9%で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」

18.9%、「10 万円～50 万円未満」と「500 万円～1,000 万

円未満」がそれぞれ 12.6%となっている。総額は

6,371,069,238 円、平均は 19,075,058 円、中央値は

4,383,123 円である。 
 
⑦ 参考：評価益（表 13） 

 NPO 法人会計基準では、無償または著しく低い価格の

施設の提供等による物的サービス等を受け入れた場合や

ボランティアの受け入れをした場合で、「客観的に把握す

ることができる場合」には、その評価益を財務諸表の注記

に加えて、活動計算書へ計上することができる[8]。 
 参考として、評価益をみると、「0 円」が 97.9%で最も

高くなっている。これは 97.9%の NPO 法人が物的サービ

ス等やボランティアの受け入れをしていないというわけ

ではなく、評価益への認知不足が背景にあるものと推察さ

表 9. 事業収益 

表 10. 受取助成金等 

表 11. その他収益 

表 12. 経常収益の計 
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法人数 237 13 24 12 29 6 10 1 2 334

割合% 71.0 3.9 7.2 3.6 8.7 1.8 3.0 0.3 0.6
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法人数 67 191 39 16 18 2 1 0 0 334

割合% 20.1 57.2 11.7 4.8 5.4 0.6 0.3 0.0 0.0

0円
1円～10
万円未満

10万円～
50万円未

満

50万円～
100万円
未満

100万円
～500万
円未満

500万円
～1,000
万円未満

1,000万
円～

5,000万
円未満

5,000万
円～1億
円未満

1億円以
上

合計

法人数 12 28 42 30 63 42 90 13 14 334

割合% 3.6 8.4 12.6 9.0 18.9 12.6 26.9 3.9 4.2
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法人数 70 16 35 20 57 36 77 13 10 334

割合% 21.0 4.8 10.5 6.0 17.1 10.8 23.1 3.9 3.0

(6) 設立登記年（表 6） 
 設立登記年をみると、「2006 年」が 12.7%で最も高く、

次いで「2012 年」8.2%、「2004 年」8.0%となっている。 
 
第２節 栃木県内 NPO 法人の財務実態 

 上述した 550 のうち、内閣府「NPO ホームページ」内

「NPO 法人ポータルサイト」で 2013 年度の事業報告書

等を確認できた栃木県内の NPO 法人は 334（60.7%）で

あった。これらについて、上述した項目ごとに金額を集計

した。 
 
(1) 経常収益 
① 受取会費（表 7） 

 受取会費をみると、「1 円～10 万円未満」が 34.4%で最

も高く、次いで「0 円」26.3%、「10 万円～50 万円未満」

25.4%となっている。総額は 267,395,427 円、平均は

800,585 円、中央値は 51,000 円である。 

② 受取寄付金（表 8） 
 受取寄付金をみると、「0 円」が 57.5%で最も高く、次

いで「1 円～10 万円未満」15.0%、「10 万円～50 万円未

満」14.1%となっている。総額は 252,617,382 円、平均は

756,339 円、中央値は 0 円である。 
 
③ 事業収益（表 9） 

 事業収益をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」が

23.1%で最も高く、次いで「0 円」21.0%、「500 万円～1,000
万円未満」10.8%となっている。総額は 5,109,779,534 円、

平均は 15,298,741 円、中央値は 2,425,255 円である。 
 
④ 受取助成金等（表 10） 

 受取助成金等をみると、「0 円」が 71.0%で最も高く、

次いで「100 万円～500 万円未満」8.7%、「10 万円～50 万

円未満」7.2%となっている。総額は 636,632,374 円、平均

は 1,906,085 円、中央値は 0 円である。 

表 6. 設立登記年 

表 7. 受取会費 

表 8. 受取寄付金 

1999年 2000年 2001年 2002年 2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年

法人数 25 28 18 27 40 44 36 70 37 36

割合% 4.5 5.1 3.3 4.9 7.3 8.0 6.5 12.7 6.7 6.5

2009年 2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 合計

法人数 40 40 28 45 32 4 550

割合% 7.3 7.3 5.1 8.2 5.8 0.7
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法人数 192 50 47 22 16 3 3 0 1 334

割合% 57.5 15.0 14.1 6.6 4.8 0.9 0.9 0.0 0.3
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④ 管理費における人件費（表 17） 
 管理費における人件費をみると、「0 円」が 65.3%で最

も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」12.0%、「10 万

円～50 万円未満」7.5%となっている。総額は 480,276,039
円、平均は 1,437,952 円、中央値は 0 円である。 
 
⑤ 管理費におけるその他経費（表 18） 

 管理費におけるその他経費をみると、「10 万円～50 万

円未満」が 24.3%で最も高く、次いで「100 万円～500 万

円未満」23.1%、「1 円～10 万円未満」18.9%となってい

る。総額は 526,245,980 円、平均は 1,575,587 円、中央値

は 443,492 円である。 
 
⑥ 管理費の計（表 19） 

 管理費の計をみると、「10 万円～50 万円未満」が 22.2%
で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」21.3%、

「1 円～10 万円未満」17.4%となっている。総額は

1,006,522,019 円、平均は 3,013,539 円、中央値は 15 円

である。 
 
⑦ 経常費用の計（表 20） 

 経常費用の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」 

表 17. 管理費における人件費 

表 18. 管理費におけるその他経費 

表 19. 管理費の計 

表 20. 経常費用の計 
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法人数 15 20 42 27 0 37 91 21 11 334

割合% 4.5 6.0 12.6 8.1 0.0 11.1 27.2 6.3 3.3

れる。 
 
(2)経常費用 

① 事業費における人件費（表 14） 
 事業費における人件費をみると、「0 円」が 47.0%で最

も高く、次いで「1,000 万円～5,000 万円未満」16.5%、

「100 万円～500 万円未満」11.4%となっている。総額は

2,833,160,851 円、平均は 8,482,518 円、中央値は 57,000
円である。 
 

② 事業費におけるその他経費（表 15） 
 事業費におけるその他経費をみると、「100 万円～500

万円未満」が 29.0%で最も高く、次いで「10 万円～50 万

円未満」15.6%、「1,000 万円～5,000 万円未満」14.4%と

なっている。総額は 2,106,685,632 円、平均は 6,307,442
円、中央値は 1,630,914 円である。 
 
③ 事業費の計（表 16） 

 事業費の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」が

26.3%で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」

19.8%、「10 万円～50 万円未満」13.5%となっている。総

額は 4,939,846,483 円、平均は 14,789,960 円、中央値は

3,350,054 円である。 
 

表 14. 事業費における人件費 

表 15. 事業費におけるその他経費 

表 16. 事業費の計 

表 13. 参考：評価益 
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法人数 25 23 45 30 66 31 88 18 8 334

割合% 7.5 6.9 13.5 9.0 19.8 9.3 26.3 5.4 2.4
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④ 管理費における人件費（表 17） 
 管理費における人件費をみると、「0 円」が 65.3%で最

も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」12.0%、「10 万

円～50 万円未満」7.5%となっている。総額は 480,276,039
円、平均は 1,437,952 円、中央値は 0 円である。 
 

⑤ 管理費におけるその他経費（表 18） 
 管理費におけるその他経費をみると、「10 万円～50 万

円未満」が 24.3%で最も高く、次いで「100 万円～500 万

円未満」23.1%、「1 円～10 万円未満」18.9%となってい

る。総額は 526,245,980 円、平均は 1,575,587 円、中央値

は 443,492 円である。 
 
⑥ 管理費の計（表 19） 

 管理費の計をみると、「10 万円～50 万円未満」が 22.2%
で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」21.3%、

「1 円～10 万円未満」17.4%となっている。総額は

1,006,522,019 円、平均は 3,013,539 円、中央値は 15 円

である。 
 
⑦ 経常費用の計（表 20） 

 経常費用の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」 

表 17. 管理費における人件費 

表 18. 管理費におけるその他経費 

表 19. 管理費の計 

表 20. 経常費用の計 
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割合% 4.5 6.0 12.6 8.1 0.0 11.1 27.2 6.3 3.3

れる。 
 
(2)経常費用 
① 事業費における人件費（表 14） 

 事業費における人件費をみると、「0 円」が 47.0%で最

も高く、次いで「1,000 万円～5,000 万円未満」16.5%、

「100 万円～500 万円未満」11.4%となっている。総額は

2,833,160,851 円、平均は 8,482,518 円、中央値は 57,000
円である。 
 
② 事業費におけるその他経費（表 15） 

 事業費におけるその他経費をみると、「100 万円～500

万円未満」が 29.0%で最も高く、次いで「10 万円～50 万

円未満」15.6%、「1,000 万円～5,000 万円未満」14.4%と

なっている。総額は 2,106,685,632 円、平均は 6,307,442
円、中央値は 1,630,914 円である。 
 
③ 事業費の計（表 16） 

 事業費の計をみると、「1,000 万円～5,000 万円未満」が

26.3%で最も高く、次いで「100 万円～500 万円未満」

19.8%、「10 万円～50 万円未満」13.5%となっている。総

額は 4,939,846,483 円、平均は 14,789,960 円、中央値は

3,350,054 円である。 
 

表 14. 事業費における人件費 

表 15. 事業費におけるその他経費 

表 16. 事業費の計 

表 13. 参考：評価益 
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12.6%、「500 万円～1,000 万円未満」11.1%となっている。

総額は 5,946,368,502 円、平均は 17,803,499 円、中央値

は 4,479,087 円である。 
 
(3) 経常収益と経常費用の差（表 21） 
 経常収益と経常費用の差をみると、「100 万円以上」が

15.3％で最も高く、次いで「-100 万円以下」14.4%、「1 円

～10 万円未満」14.1%となっている。総額は 424,700,736
円、平均は 1,271,559 円、中央値は 15 円である。 
 

第３章 考察 

 本稿では栃木県庁の Web サイトや内閣府のポータルサ

イトで公開されているデータを収集し、単純集計を行って

きた。本章では、これまでに明らかになったことを述べて

いく。 
 
■「課題先進地」には人口の割に NPO 法人が多く所在し

ている 
 人口 1 万人当たりの NPO 法人数上位 3 自治体はいずれ

も県土の周縁部に立地する「課題先進地」と言えるところ

である。一例として 2010 年の高齢化率をみると、いずれ

も上位 5 自治体に入っている[10]。高齢化が急激に進み、

様々な課題が噴出する中で地域の課題にいち早く気付い

た住民が NPO 法人を組織し、課題解決のための事業を展

開していることがわかる。 
 
■「保健・医療・福祉」「子どもの健全育成」分野の法人

が多いのは、各種制度に基づく福祉事業の影響か 
 活動分野上位 2 つは各種制度に基づく福祉事業との関

連性が高いと推察される。例えば、1998 年に施行された

介護保険法に基づく介護サービスを提供する事業者は法

人でなければならないが、資本を必要としないなどの点に

より、社会福祉法人や株式会社と比較すると NPO 法人は

容易に設立できる法人で、また NPO 法と介護保険法の制

定時期が近接していることからも「介護保険事業を行うた

めに NPO 法人格を取得する」というある種の流れができ

たものと思われる。また、「子どもの健全育成」にかかわ

ることの一例として放課後児童健全育成事業が挙げられ

る。これは児童福祉法第 6 条の 3 第 2 項の規定に基づき、

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学し

ているおおむね 10 歳未満の子どもたち（放課後児童）に

対し、授業の終了後に児童館等を利用して適切な遊び及び

生活の場を提供して、その健全な育成を図るものである

[11]。この事業の運営団体の一つとして NPO 法人があり、

自治体からの事業受託を機にNPO法人を設立したケース

も散見される[12]。 
 
 
■義務付けられている事業報告書等の提出をしている

NPO 法人は約 6 割 
 上述した通り、内閣府の「NPO 法人ポータルサイト」

で 2013年度の事業報告書等を確認できたのは 60.7%であ

った。所轄庁に提出したすべての事業報告書等がリアルタ

イムで同サイトに掲載されるとは限らないのだが、法令を

遵守しないNPO法人が少なからず存在していることがう

かがい知れる。NPO 法第 43 条 1 項において、事業報告

書等の作成及び所轄庁への提出は、重要な NPO 法人の責

務であり、提出が 3 年以上にわたって行われないときは、

所轄庁は設立の認証を取り消すことができるとされてい

るが[13]、栃木県においてはこれに基づく認証取消に至っ

たケースはない。また、当期の経常収益・経常費用のいず

れも 0 円であり、前年度の活動実績がないと思われる

NPO 法人も 9 法人あった。 
 

 

 
 
■3 割弱が会費を、6 割弱が寄付を集めていない 
 会費とはそれぞれの団体がもつ会員制度（メンバーシッ

プ）により、それらの会員から一定額を定期的に集めて得

る収入である。使途が自由であるという大きな利点があり、

NPO における「資金の王様」とも言われている。また、

寄付とは団体の運営や活動を支えるために、拠出する人の

判断で自由に額を決め、随時、贈与されることによって得

る収入である。支援者の共感によって拠出される資金で、
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図 2. NPO の財源の特性[14] 

が 27.2%で最も高く、次いで「10 万円～50 万円未満」

表 21. 経常収益と経常費用の差 
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図 1. 栃木県内市町別高齢化率[9] 
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12.6%、「500 万円～1,000 万円未満」11.1%となっている。

総額は 5,946,368,502 円、平均は 17,803,499 円、中央値

は 4,479,087 円である。 
 
(3) 経常収益と経常費用の差（表 21） 
 経常収益と経常費用の差をみると、「100 万円以上」が

15.3％で最も高く、次いで「-100 万円以下」14.4%、「1 円

～10 万円未満」14.1%となっている。総額は 424,700,736
円、平均は 1,271,559 円、中央値は 15 円である。 
 

第３章 考察 

 本稿では栃木県庁の Web サイトや内閣府のポータルサ

イトで公開されているデータを収集し、単純集計を行って

きた。本章では、これまでに明らかになったことを述べて

いく。 
 
■「課題先進地」には人口の割に NPO 法人が多く所在し

ている 
 人口 1 万人当たりの NPO 法人数上位 3 自治体はいずれ

も県土の周縁部に立地する「課題先進地」と言えるところ

である。一例として 2010 年の高齢化率をみると、いずれ

も上位 5 自治体に入っている[10]。高齢化が急激に進み、

様々な課題が噴出する中で地域の課題にいち早く気付い

た住民が NPO 法人を組織し、課題解決のための事業を展

開していることがわかる。 
 
■「保健・医療・福祉」「子どもの健全育成」分野の法人

が多いのは、各種制度に基づく福祉事業の影響か 
 活動分野上位 2 つは各種制度に基づく福祉事業との関

連性が高いと推察される。例えば、1998 年に施行された

介護保険法に基づく介護サービスを提供する事業者は法

人でなければならないが、資本を必要としないなどの点に

より、社会福祉法人や株式会社と比較すると NPO 法人は

容易に設立できる法人で、また NPO 法と介護保険法の制

定時期が近接していることからも「介護保険事業を行うた

めに NPO 法人格を取得する」というある種の流れができ

たものと思われる。また、「子どもの健全育成」にかかわ

ることの一例として放課後児童健全育成事業が挙げられ

る。これは児童福祉法第 6 条の 3 第 2 項の規定に基づき、

保護者が労働等により昼間家庭にいない小学校に就学し

ているおおむね 10 歳未満の子どもたち（放課後児童）に

対し、授業の終了後に児童館等を利用して適切な遊び及び

生活の場を提供して、その健全な育成を図るものである

[11]。この事業の運営団体の一つとして NPO 法人があり、

自治体からの事業受託を機にNPO法人を設立したケース

も散見される[12]。 
 
 
■義務付けられている事業報告書等の提出をしている

NPO 法人は約 6 割 
 上述した通り、内閣府の「NPO 法人ポータルサイト」

で 2013年度の事業報告書等を確認できたのは 60.7%であ

った。所轄庁に提出したすべての事業報告書等がリアルタ

イムで同サイトに掲載されるとは限らないのだが、法令を

遵守しないNPO法人が少なからず存在していることがう

かがい知れる。NPO 法第 43 条 1 項において、事業報告

書等の作成及び所轄庁への提出は、重要な NPO 法人の責

務であり、提出が 3 年以上にわたって行われないときは、

所轄庁は設立の認証を取り消すことができるとされてい

るが[13]、栃木県においてはこれに基づく認証取消に至っ

たケースはない。また、当期の経常収益・経常費用のいず

れも 0 円であり、前年度の活動実績がないと思われる

NPO 法人も 9 法人あった。 
 

 

 
 
■3 割弱が会費を、6 割弱が寄付を集めていない 
 会費とはそれぞれの団体がもつ会員制度（メンバーシッ

プ）により、それらの会員から一定額を定期的に集めて得

る収入である。使途が自由であるという大きな利点があり、

NPO における「資金の王様」とも言われている。また、

寄付とは団体の運営や活動を支えるために、拠出する人の

判断で自由に額を決め、随時、贈与されることによって得

る収入である。支援者の共感によって拠出される資金で、

支
援
連
動
性 

事
業
対
価
性 

自前性 

外来性 

図 2. NPO の財源の特性[14] 

が 27.2%で最も高く、次いで「10 万円～50 万円未満」

表 21. 経常収益と経常費用の差 

-100万円
以下

-100万円
未満～-
50万円

-50万円
未満～-
10万円

-10万円
未満～-1

円
0円

1円～10
万円未満

10万円～
50万円未

満

50万円～
100万円
未満

100万円
以上

合計

法人数 48 23 40 36 17 47 45 27 51 334

割合% 14.4 6.9 12.0 10.8 5.1 14.1 13.5 8.1 15.3

図 1. 栃木県内市町別高齢化率[9] 
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人にあっては、その名称及び代表者の氏名）及び住所ま

たは居所を記載した書面となっている。また、③及び④

を合わせて計算書類という（栃木県県民生活部県民文化

課編、『特定非営利活動促進法の手引き NPO 法人編』、

平成 24 年 4 月改訂版、2012.5、p.77。前掲書、p.85）。 
[5] 内閣府、「NPO ホームページ」、https://www.npo-

homepage.go.jp/ 
[6] NPO の活動を多くの地域の人たちに知ってもらい、よ

り多くの共感と支援を得るために、会計報告書を作る統

一ルールとして作られたもの。この基準が策定された

2010 年 7 月 20 日付で、NPO 法人会計基準協議会は統

一した会計基準の必要性を次のように述べている。 
 NPO 法人制度ができてから 12 年、認定 NPO 法人

制度ができてから 10 年が経ちました。NPO 法人の

増加とともに、この制度も改正をされてきました。 
 その間、NPO 法の趣旨である「NPO 法人自らが十

分な情報開示をすることで、市民が NPO 法人を応援

する」という仕組みが機能してきたとはいえません。

その主たる要因は、NPO 法人が所轄庁の例示した書

式での最小限の報告にとどめてきたことではないで

しょうか。とりわけ、会計報告に関しては、NPO 法

人の活動に適した会計基準が存在せず、各法人がそれ

ぞれ自分で考えた方法によって会計書類を作成し所

轄庁へ提出することで公表に代えてきました。 
 この結果、NPO 法人の公表した会計書類は形式や

内容がばらばらで、活動実態のつかみづらさがあり、

また他のNPO法人との比較をすることを難しくする

など、数字の検証ができない現状を生み出しました。

NPO 法人の活動の実態が見えにくくなってしまいま

した。（中略）NPO 法人の統一した会計報告のルール

の必要性を感じた全国のNPO支援センターが集まっ

て、2009 年 3 月に NPO 法人会計基準協議会を結成

し、NPO 法人会計基準を策定することになりました

（NPO 法人会計基準協議会、「【みんなで使おう！N
PO 法人会計基準】」、http://www.npokaikeikijun.jp/、
2016.11.24 閲覧）。 

 また、2012 年の NPO 法改正において、それまで提

出を求めていた収支計算書を活動計算書に変更したが、

これは NPO 法も NPO 法人会計基準に沿った形で改正

し、会計基準と法律との整合性を図ろうとしたものであ

る（NPO 法人会計基準協議会専門委員会監修、『NPO
法人会計基準ハンドブック』、認定特定非営利活動法人

NPO 会計税務専門家ネットワーク、p.12、http://www.
npokaikeikijun.jp/wp-content/uploads/2012/02/handb
ook201202.pdf、2016.11.26 閲覧）。 

[7] 栃木県、「住民基本台帳に基づく栃木県の人口及び世

帯数」、http://www.pref.tochigi.lg.jp/a02/pref/shichous
on/sonota/1184030337910.html、2017.3.10 閲覧 

[8] NPO 法人会計基準協議会、前掲 Web サイト、2017.3.
10 閲覧 

[9] 宇都宮大学、「とちぎ終章学センター」、http://shusho.
utsunomiya-u.ac.jp、2016.11.18 閲覧。なお、表示され

ている岩舟町は 2014 年 4 月 5 日に栃木市に編入合併さ

れている。 
[10] 茂木町 31.9%（1 位）、那須町 28.3%（3 位）、日光市

27.6%（5 位）（宇都宮大学、前掲 Web サイト、2016.11.18
閲覧）。 

[11] 一般財団法人児童健全育成推進財団、「放課後児童ク

ラブとは？」、http://www.jidoukan.or.jp/what/support
/afterschool-club.html、2016.11.28 閲覧 

[12] 例えば、栃木県小山市にある 48 の学童保育クラブの

うち半数の 24 が NPO 法人によって運営されている。

ほかの運営団体は、社会福祉法人が 2、学校法人が 5、
保護者会が 17 である（2016.4.1 現在。小山市、「学童

保育実施施設一覧」、https://www.city.oyama.tochigi.jp
/shisetsu/gakudohoiku/gakudouichiran.html、2016.1
1.28 閲覧）。 

[13] 栃木県県民生活部県民文化課編、前掲書、p.54 
[14] 水谷綾、「NPO をどう作るか～組織とその運営」、社

会福祉法人大阪ボランティア協会編、『テキスト市民活

動論―ボランティア・NPO の実践から学ぶ―』、

2011.9.11、p.64 
[15] 水谷、前掲書、p.65 
[16] 国税庁は Web サイトにおいて、2016 年 4 月 1 日現

在法令等に基づき会費や入会金について次のように述

べている。 
 その団体の業務運営に必要な通常会費については、

一般的には対価関係がありませんので、同業者団体や

組合などは資産の譲渡等の対価に当たらないものと

して取り扱って差し支えないこととされており、この

場合には、その構成員においてはその通常会費は課税

仕入れとならず、仕入税額控除の対象になりません

（国税庁タックスアンサー、「No.6467 会費や入会

金の仕入税額控除」、https://www.nta.go.jp/taxansw
er/shohi/6467.htm、2016.12.8 閲覧）。 

 また、寄付金も会費と同様、使途が明らかでない場合

は課税されることはないとされている（脇坂税務会計事

務所、「NPO 会計道」、http://blog.canpan.info/waki/ar
chive/231、2016.12.8 閲覧）。 

[17] NPO 法において、設立認証時に社員のうち 10 人以

継続的なものから一時的なものまで多様である。会費や寄

付などの支援性の強い財源は、事業収益や補助金や助成金

に比べると小口のものが多く、集めるのも手間がかかるが、

使途の自由度は高く、一定の規模で継続的に得られれば、

安定的な資金源になりうる。人々の共感の塊でもあり、単

なる資金の意味合いを超えた様々な人たちの思いや共感

の結集とも言える[15]。換言すると、これらは「NPO らし

い資金源」であると言えるが、後述する事業収益に比べる

と調達に注力しているNPO法人は少ないのが現状である。

NPO 法人における会費・寄付は非課税であり[16]、制度

の優遇があるにもかかわらずこれらの調達が進んでいな

いのは栃木県内 NPO 法人における課題の一つである。 
 
■一方で、8 割弱が何らかの事業収益あり 
 事業収益で最も割合が高くなったのは「1,000 万円～

5,000 万円未満」であった。これと経常収益の計を比較し、

割合が最も高くなった金額帯（経常収益の計においては

「1,000 万円～5,000 万円未満」）とその割合（事業収益は

23.1%、経常収益の計は 26.9%）、金額の平均（事業収益は

15,298,741 円、経常収益の計は 19,075,058 円）から総合

するとそれぞれは近似していると言うことができる。すな

わち、NPO 法人の収入源が事業収益に依存していること

がわかる。 
 

おわりに 

 NPO らしい経営とは何か。その答えの一つは「仲間と

一緒にやる」ことにある。これは単に事業を拡大し、従業

員を増やし、大企業的な経営をするということではなく、

自らが志向する課題に共感し、ともに汗を流す人、あるい

は応援してくれる人を増やすという意味であることは言

うまでもない。上述のとおり、制度的にもメンバーシップ

により運営されている組織の会費は原則非課税である。ま

た、NPO 法人は 10 名以上の社員（正会員）でもって構成

されると法律によって定められている[17]。 
 同時に、外部者の巻き込みも NPO にとっては必要不可

欠である。レスリー・R・クラッチフィールドとヘザー・

マクラウド・グラントは NPO の成功のカギ（原文ママ）

として外部の人を関係者として巻き込むこと、ネットワー

クを育てることを挙げている[18]。これもまた上述のとお

り、認定 NPO 法人への寄付者は税制上の優遇措置を受け

られることになっている。 
 内部者であれ外部者であれ、いずれにしても活動に共感

する人を増やすことが NPO には欠かせない。こうした支

援をどれだけ多く受け入れているかを測る尺度として

NPO 法人が毎年所轄庁に提出する活動計算書の受取会費

や受取寄付金の金額をとらえることができるが、現状は事

業収益と比較すると見劣りしていると言わざるを得ない。

企業には会費や寄付金という概念がそもそもないわけだ

が、現状を見る限りでは NPO が「企業化」しているとで

も言えよう。もちろん、金銭的尺度で測ることのできない

支援の受け入れも考えられるが、NPO 法人会計基準の評

価益を活用した評価の仕組みも作られており、今後、支援

の可視化は進展していくものと思われる。 
 NPOが NPOらしくあるためには事業収益だけでなく、

会費や寄付金の調達にも注力しなければならない。これは

NPO 自身の自助努力は言うまでもないが、その活動を側

面から支援する行政機関やNPO支援団体に求められるこ

とは何であろうか。その一つとして、こうした収入源の調

達を専門的に担うファンドレイザー[19]の養成や彼らと

個別 NPO とのマッチングが考えられる。「はじめに」で

全国の NPO法人の 7割が人材育成に課題意識を持ってお

り、団体内部の人材をファンドレイザーとして育成するこ

とはもちろんのこと、外部者にファンドレイジング業務を

委託したり、「伴走者」として支援したりできる人材を政

策的に育成・派遣する仕組みを作ることは効果的ではなか

ろうか。また、年に 1 度、事業報告書等を受け取る所轄庁

は NPO 法人にとって最も身近な支援機関であり、助言を

したり最新情報を伝達したりすることも有効であり、行政

の支援力の向上も必要である。 
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chive/231、2016.12.8 閲覧）。 

[17] NPO 法において、設立認証時に社員のうち 10 人以

継続的なものから一時的なものまで多様である。会費や寄

付などの支援性の強い財源は、事業収益や補助金や助成金

に比べると小口のものが多く、集めるのも手間がかかるが、

使途の自由度は高く、一定の規模で継続的に得られれば、

安定的な資金源になりうる。人々の共感の塊でもあり、単

なる資金の意味合いを超えた様々な人たちの思いや共感

の結集とも言える[15]。換言すると、これらは「NPO らし

い資金源」であると言えるが、後述する事業収益に比べる

と調達に注力しているNPO法人は少ないのが現状である。

NPO 法人における会費・寄付は非課税であり[16]、制度

の優遇があるにもかかわらずこれらの調達が進んでいな

いのは栃木県内 NPO 法人における課題の一つである。 
 
■一方で、8 割弱が何らかの事業収益あり 
 事業収益で最も割合が高くなったのは「1,000 万円～

5,000 万円未満」であった。これと経常収益の計を比較し、

割合が最も高くなった金額帯（経常収益の計においては

「1,000 万円～5,000 万円未満」）とその割合（事業収益は

23.1%、経常収益の計は 26.9%）、金額の平均（事業収益は

15,298,741 円、経常収益の計は 19,075,058 円）から総合

するとそれぞれは近似していると言うことができる。すな

わち、NPO 法人の収入源が事業収益に依存していること

がわかる。 
 

おわりに 

 NPO らしい経営とは何か。その答えの一つは「仲間と

一緒にやる」ことにある。これは単に事業を拡大し、従業

員を増やし、大企業的な経営をするということではなく、

自らが志向する課題に共感し、ともに汗を流す人、あるい

は応援してくれる人を増やすという意味であることは言

うまでもない。上述のとおり、制度的にもメンバーシップ

により運営されている組織の会費は原則非課税である。ま

た、NPO 法人は 10 名以上の社員（正会員）でもって構成

されると法律によって定められている[17]。 
 同時に、外部者の巻き込みも NPO にとっては必要不可

欠である。レスリー・R・クラッチフィールドとヘザー・

マクラウド・グラントは NPO の成功のカギ（原文ママ）

として外部の人を関係者として巻き込むこと、ネットワー

クを育てることを挙げている[18]。これもまた上述のとお

り、認定 NPO 法人への寄付者は税制上の優遇措置を受け

られることになっている。 
 内部者であれ外部者であれ、いずれにしても活動に共感

する人を増やすことが NPO には欠かせない。こうした支

援をどれだけ多く受け入れているかを測る尺度として

NPO 法人が毎年所轄庁に提出する活動計算書の受取会費

や受取寄付金の金額をとらえることができるが、現状は事

業収益と比較すると見劣りしていると言わざるを得ない。

企業には会費や寄付金という概念がそもそもないわけだ

が、現状を見る限りでは NPO が「企業化」しているとで

も言えよう。もちろん、金銭的尺度で測ることのできない

支援の受け入れも考えられるが、NPO 法人会計基準の評

価益を活用した評価の仕組みも作られており、今後、支援

の可視化は進展していくものと思われる。 
 NPOが NPOらしくあるためには事業収益だけでなく、

会費や寄付金の調達にも注力しなければならない。これは

NPO 自身の自助努力は言うまでもないが、その活動を側

面から支援する行政機関やNPO支援団体に求められるこ

とは何であろうか。その一つとして、こうした収入源の調

達を専門的に担うファンドレイザー[19]の養成や彼らと

個別 NPO とのマッチングが考えられる。「はじめに」で

全国の NPO法人の 7割が人材育成に課題意識を持ってお

り、団体内部の人材をファンドレイザーとして育成するこ

とはもちろんのこと、外部者にファンドレイジング業務を

委託したり、「伴走者」として支援したりできる人材を政

策的に育成・派遣する仕組みを作ることは効果的ではなか

ろうか。また、年に 1 度、事業報告書等を受け取る所轄庁

は NPO 法人にとって最も身近な支援機関であり、助言を

したり最新情報を伝達したりすることも有効であり、行政

の支援力の向上も必要である。 
 

【脚注】 

[1] 2015 年 5 月 31 日現在、特定非営利活動法人の認証数

は 50,169 件。内閣府、「NPO ホームページ」、

http://www.npo-homepage.go.jp/、2015.6.24 閲覧 
[2] 2015 年 3 月末日現在、店舗数は 51,139 件。M. 

Higashide、「コンビニエンスストア（都道府県データラ

ンキング）」、http://uub.jp/pdr/m/c.html、2015.6.24 閲

覧 
[3] 内閣府、『平成 26 年度特定非営利活動法人及び市民

の社会貢献に関する実態調査報告書』、p.78、https://w
ww.npo-homepage.go.jp/uploads/h26_houjin_shimin_
chousa_all.pdf、2016.12.15 閲覧 

[4] NPO 法人は、毎事業年度初め 3 か月以内に、前事業年

度の事業報告書等を所轄庁に提出しなければならない

と NPO 法第 29 条で定められている。提出書類は、①

事業報告書等提出書、②事業報告書、③活動計算書、④

貸借対照表、⑤財産目録、⑥年間役員名簿、⑦前事業年

度の末日における社員のうち 10 人以上の者の氏名（法
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■研究ノート 

 

ラーニング・コモンズにおけるピア・サポート活動 

─ 宇都宮大学「コモンズ学生スタッフ」の事例から ─ 

 

A Consideration of Peer Support Activities 
 in the Learning Commons : 

A Case Study of the “Commons Students Staff”  
Belonging to Utsunomiya University 

 

                                                                            桑島 英理佳
＊
 

                                                                           KUWAJIMA,Erika 

 

要旨：本稿は、宇都宮大学のラーニング・コモンズにおける「コモンズ学生スタッフ」のピア・サポート活動

について報告するものである。学生にとって親しみやすいラーニング・コモンズを目指すために、開設当初か

らピア・サポート活動の導入を検討していたが、専任スタッフが時間をかけて利用する学生の自主性を促して

いくことで導入に至った。当初の学生スタッフの関心は利用のマナーなどの環境に関することが中心であった

が、主催イベントの企画運営や学生や他部署からの相談対応に携わることで、双方に一定の効果がもたらされ

た。現在では学生スタッフが学生の学びを直接支援することや、学生同士の学び合いを間接的に支援するとい

うことに意識が向いてきている。活動の支援を行う専任スタッフに求められることには、良好な関係性のなか

で自主性を促していくこと、学内に広く活動をアピールしていくこと、ファシリテーターとして学生スタッフ

同士の学び合いを促すこと、専任スタッフ同士で連携すること等をあげた。 

キーワード：ラーニング・コモンズ、ピア・サポート、学生スタッフ、学び合い 
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はじめに 

宇都宮大学のラーニング・コモンズでは、学生にとっ

て親しみやすい空間を構築し利用を促進していく為に、

ピア・サポートが展開されることを期待して「コモンズ

学生スタッフ」を導入した。2017年3月現在、9名が活躍

し、主に主催イベントの企画運営、ＰＲ活動、学生や他

部署からの相談対応等を行っている。筆者はラーニング

・コモンズの専任スタッフの一人として、この「コモン

ズ学生スタッフ」の養成に携わってきた[1]。 

日本の多くの大学においてピア・サポート活動が展開

されており、その種類は学習支援、学生生活に関する相

談対応、留学生のサポートなど多岐にわたるが、ラーニ

ング・コモンズを拠点にしたピア・サポート活動に関す

る研究は少ない。本稿ではまずラーニング・コモンズに

おけるピア・サポート活動として「コモンズ学生スタッ

フ」のこれまでの取組みを報告する。そして成果として

＊ 宇都宮大学基盤教育センター特任助教 

上の者の氏名（法人にあっては、その名称及び代表者の

氏名）及び住所又は居所を記載した書面を所轄庁に提出

しなければならないと規定されている（第 10 条 3）。ま

た、都道府県や指定都市の条例で定めるところにより、

毎事業年度 1 回、事業報告書とあわせて上述の書面を所

轄庁に提出しなければならないことになっている。 
[18] 以下を参照。レスリー・R・クラッチフィールド、ヘ

ザー・マクラウド・グラント著、服部優子訳、『世界を

変える偉大なNPOの条件―圧倒的な影響力を発揮して

いる組織が実践する 6 つの原則―』、ダイヤモンド社、

2012.7.12 
[19] 特定非営利活動法人日本ファンドレイジング協会で

は、社会課題を解決するために、続々と生まれる魅力あ

る NPO・社会起業家と、社会貢献に関心のある 7 割の

日本人（2013 内閣府調査）をつなぐパイプラインをフ

ァンドレイザーととらえ、2012 年からファンドレイザ

ーの資格認定を行っている。2016 年 11 月までに 50 名

の認定ファンドレイザー®が誕生している（特定非営利

活動法人日本ファンドレイジング協会、「『認定ファンド

レイザー ® 』資格認定制度」、 http://jfra.jp/cfr 、
2016.12.15 閲覧）。 
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2 章 栃木県内 NPO 法人の財務実態」を中心に再構成・
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